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新刊紹介：経済（李康国）
新刊紹介

張夏成教授は、長い間参与連帯で財閥改革運動を主導的に導いてきた韓国の代表的な改革的経済学者

である。張教授は金大中大統領の経済改革政策の責任者であり、安哲秀大統領候補の選挙陣営の本部長

として韓国の改革的な経済政策を設計した。本書の中で張教授は、韓国経済危機の原因と解決方案につ

いて膨大なスケールの分析を提示する。本書は特に韓国経済の現実を深く掘り下げ、諸外国とは異なる

韓国的な資本主義の特殊性を強調し、韓国式経済改革の具体的な方案について詳細に議論している。

全三部で構成される本書の第一部では、現在の韓国の資本主義が抱える諸問題が分析され、その発展

過程が考察される。韓国の資本主義では労働者間、そして企業と家計間の所得分配の不均等が極めて大

きく、そのため資本主義に対する懐疑論が高まっている。また、本書の著者によると、韓国経済は政府

の強力な主導の下で産業が育成され、市場経済が導入されてまだ 20年しかたっていないため、しっか

りとした資本主義と市場経済政策が実践され得なかった奇形的な資本主義だという。第二部では「株主

資本は資本主義の矛盾の根源であるのか、韓国経済は本当に［外国資本などによる］食い逃げに振り回

されたのか」といった問いを投げかけ、1997 年の通貨危機以降に争点となった張夏準教授らの株主資

本主義への批判論を批判する。第三部では韓国の資本主義への代案と様々な政策方案などについて論じ

ている。著者は第三部で、資本主義と民主主義が共生するためには競争、公正、そして正義が重要であり、

財閥を改革して共に善き生をおくることのできる正義に適った韓国の資本主義を創らなければならない

と力説する。著者は特に、資本主義は不平等を悪化させるという根本的な問題を抱えているが、平等を

追求するための民主主義の努力によって資本主義を制御しなければならないと協調する。そして資本主

義は既得権勢力、富裕層、財閥の味方であるが、民主主義は中産層や庶民、中小企業の味方であり、「カ

ネ」という資本主義の武器にたいして民主主義は「一人一票の投票」という武器を持っていると述べる。

張夏成教授による本書は、何よりもまず韓国の資本主義をめぐる様々な争点について現実を深く掘り

下げて分析し、正義に適った経済体制の実現にむけた具体的な実践方案を提示しているという点に大き

な意義がある。とくに多くの人々の注目を集めているトマ・ピケティが主張した「資本税」のようなア

イデアは、韓国の資本主義の実情には合わないと強調する。先進国を対象としたピケティの主張とは異

なり、韓国経済のような新興経済国では資本収益率が経済成長率よりも低く、不平等の問題も資本の問

題というよりは非正規職などの下流層の労働者の賃金があまりに低いことに原因があるという。しかし

韓国の資本主義の現実に基づく優れた分析にも関わらず、本書は依然として韓国経済の改革のために、

株式市場などの金融市場の働きを基にして市場経済を確立する事を主な代案として提示している点で限
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『韓国の資本主義―経済民主化を越えて正義に適った経済へ』
（ヘイブックス、2014 年）

장하성 지음『한국 자본주의―경제민주화를 넘어 정의로운 경제로』（헤이북스 ,2014 년）
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界がある。実際、通貨危機の後に張夏準教授らが批判したように、アメリカ式の経済体制をモデルとす

る新自由主義的な経済改革は、韓国経済の成長のための動力を弱め、不平等を悪化させる。そのことを

考慮するなら、代案となる経済体制では市場と資本に対する規制や調整、そして積極的な産業政策など

のように、国家がより積極的な役割を果たす事が依然として必要となるだろう。

もちろん既存の発展国家の問題点を考えるとき、実質的な民主化と参加に基づく民主化された発展国

家体制を代案として構想する事も可能である。そのような経済体制は増税と社会福祉の拡充を通じた福

祉国家の建設とともに、徹底した財閥改革と非正規職の保護や積極的な労働市場政策など、労働市場の

両極化を解消するための経済的な民主化が目指されなければならない。そうした改革は借金や輸出に導

かれた成長ではなく、本当に庶民の所得を増加させ経済を活性化する所得主導の成長へと道を開くであ

ろう。もちろんそうした変化のためには政権と政策が変わらなければならない。著者は一人一票の民主

的な選挙に大きな希望を見ているが、しかしながら、現実の投票が持つ限界を考慮するとき、労働者や

市民社会の次元で様々な政治的努力が必要とされる事を忘れてはならない。すなわち労働者自身による

組織化と市民社会の圧力が不可欠なのである。韓国経済の真の改革に必要なのは、市場に基づいた財閥

の改革や財閥との社会的妥協ではなく、財閥に対する社会的な圧力と、平等な所得分配や福祉国家を求

める声だと言えよう。そのことは韓国経済の問題がやはり広い意味で政治の問題であり、韓国経済の改

革のためにはすべての市民の政治的努力が最も重要であることを意味している。

※［　］は訳注

 ［日本語訳：朴伸次］
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2014 年に全世界で最も話題となった経済学の書籍はまちがいなくトマ・ピケティの『21世紀の資本』

である。ピケティは 200 年を超える先進国の歴史的データをもとに、資本主義に内在する不平等のダイ

ナミクスを明快に分析した。ピケティは、歴史的に資本収益率が経済成長率よりも高いことによって資

本－所得比率が高くなり、不平等が悪化してきたと論じる。特に、20世紀初中盤には大恐慌と二度の世

界大戦の衝撃によってその比率と不平等の程度は低く抑えられてきたが、70年代以降からは再び上昇し

ており、21世紀には 19世紀の世襲資本主義の水準に届くだろうと見ている。ピケティはそうした事態

を防ぐため、最高所得税の引上げとグローバル資本税という大胆な政策的代案を提示する。本書は 80

年代以降所得不平等が継続して深刻化し、上位 1％の［富の］取り分が歴史上最高になったアメリカに

おいて 2014 年初めに翻訳出版されベストセラーとなり、俗にいうピケティ旋風を巻き起こした。また

2014 年 9月には李康国教授によって韓国でも翻訳出版され、多くの読者から熱い注目を浴びた。韓国

では翻訳出版以降、ピケティの主張と韓国経済の不平等の問題に関して多くの経済学者たちが熱を帯び

た論争を繰り広げ、今では韓国でも不平等をめぐってより多くの研究が進められようとしている。

ハンギョレ新聞のリュ・イグン記者が企画した本書は『21世紀の資本』の著者トマ・ピケティ、そし

て不平等問題を研究する韓国の九名の経済学者たちとのインタビューに基づいている。第一部は 2014

年 9月にピケティが訪韓した際にハンギョレ新聞が主催した李康国教授とピケティ教授との対談、リュ・

イグン記者によるピケティ教授へのインタビュー、そしてソウル大の李俊求教授による『21世紀の資本』

の書評で構成されている。第二部と第三部はリュ・イグン記者が九名の韓国人経済学者に、ピケティの

研究と不平等の問題に関してインタビューした内容をリアルに伝えている。ピケティと分配の正義の問

題に関して慶北大の李廷雨教授、労働問題と経済成長に関して国際労働機構（ILO）のイ・サンホン博士、

経済思想史の観点から見たピケティの議論について延世大の洪薫教授、主流経済学者の観点からピケティ

の議論を論じる高麗大の申寛浩教授、グローバル化と新自由主義を論じる李康国教授、ピケティの方法

論から韓国の不平等を分析した東国大の金洛年教授、ピケティと税金政策を論じる仁河大の姜秉玖教授、

そして金融のグローバル化と最高経営者報酬を批判する租税正義ネットワークのイ・ユヨン代表にイン

タビューを行っている。本書は資本主義の不平等を分析したピケティの研究と韓国の不平等の問題を、

様々な専門家たちの多様な視点から深く分析している。事実、ピケティの『21世紀の資本』の翻訳出版

以降、ピケティの議論に対して自由経済院などの保守的な学者たちはピケティの主張を十分に理解しな

いままイデオロギー的に批判の声を上げた。こうした論争にもかかわらず、本書はピケティの『21世紀

の資本』の分析とそれが韓国経済に与える示唆について深い理解を提示しているという点で、意義深い

本であると言えよう。

リュ・イグン（企画、インタビュー）、トマ・ピケティ、李康国ほか 著
『なぜ資本は働く者よりも多く儲けるのか？』（時代の窓、2014 年）
류이근（기획 , 인터뷰）, 토마 피케티 , 이강국 , 외『왜 자본은 일하는 자보다 더 많이 

버는가』（시대의 창 ,2014 년）
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韓国の場合、税金のデータなどの様々な資料が不足しているため、ピケティの方法論を用いた不平等

に関する研究がそれほど発展することはなかった。しかし最近発表された研究結果によれば、韓国経済

の資本－所得比率や上位 1％の所得が全体の所得のうちに占める割合などは世界的にも高い水準である。

また 2000 年代以降では、カネがカネを稼ぐ速度が労働によってカネを稼ぐ速度よりも早いため、不平

等がより一層深刻化してきた事は明らかである。さらには、韓国の上位 100 人の富める者たちの内

80％が財閥の二世など財産を相続された者であり、自らの手で財を成した者たちが圧倒的なアメリカに

比べ、すでに世襲資本主義が確立されている。にもかかわらず、全体の GDPの内で社会福祉への支出が

占める割合は 9－ 10％と OECD 諸国の平均の半分にも満たず、政府の所得再分配の努力は非常に微弱

というのが実情である。こうした現実において、不平等に関するピケティの歴史的研究とそれをより深

いレベルで紹介し論じた本書は、韓国の不平等の問題を考え解決策を探る上で大きな貢献となりうるだ

ろう。とくにピケティと本書の取りあげた学者たちがそろって強調するように、主流経済学の限界を超

えて政治経済学の発展のための努力や民主主義が資本主義を統制するための政治的努力など、理論と実

践が同時に必要だというメッセージは韓国社会でも大きな反響を呼んでいる。

※［　］は訳注

[ 日本語訳：朴伸次 ]


